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【開催日時】

2020年６月25日（木曜日）午前10時
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新型コロナウイルスに関するお知らせ

■株主のみなさまへの感染リスクを避けるため、
本年は株主総会当日のご来場を見合わせ、書面
による議決権行使をご推奨申しあげます。

■本株主総会会場において、感染予防のための措
置を講じる場合もありますので、ご協力のほど
お願い申しあげます。

■株主総会終了後に例年開催しておりました株主
懇談会（技術発表会）につきまして、本年は取
り止めとさせていただきます。

■今後の状況により株主総会の運営に大きな変更
が生じる場合は、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（http://www.aoi-electronics.co.
jp/）においてお知らせいたします。

何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます｡

証券コード（６８３２）

表紙
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株主のみなさまへ
香川県高松市香西南町455番地の１

取締役社長 中 山 康 治
第52回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第52回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合には、書面により議決権を行使することができますので、お手数な

がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2020年６月24日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い
申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2020年６月25日（木曜日）午前10時
２．場 所 香川県高松市香西南町455番地の１　当社本社ホール

（末尾の会場ご案内略図をご参照ください。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第52期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第52期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金処分の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.aoi-electronics.co.jp/）に掲載させていただき
ます。
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（添付書類）
事　 業　 報　 告

（ 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで ）

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の減速や米中貿易摩擦などを背景に不透明

な状況で推移してまいりました。加えて今年に入ってからは、世界的に広がる新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響から金融市場では動揺が続くとともに、インバウンドの減少や国内消費も
広く抑制されるなど経済・社会活動は停滞しており、景気の減速懸念は一層高まる状況となり
ました。海外においては、欧州やアジア新興国では、輸出の低迷などにより減速傾向で推移し、
米国では内需を下支えに拡大基調で推移していたものの、新型コロナウイルスの感染拡大を受
け、世界各地で経済活動は著しく低下し、先行きは極めて不透明な状況となりました。

当社グループの属する電子部品業界におきましては、車載向け部品は、販売台数の減少はあ
ったものの電装化率向上により需要は底堅く推移いたしました。携帯情報端末向け部品は、下
期以降に需要が持ち直し在庫調整の進展がみられておりましたが、終盤にかけて、新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響により失速傾向となりました。

このような情勢の中で、当社グループの当連結会計年度の連結売上高は42,342百万円（前年
同期比434百万円減、1.0%減）、営業利益は、貴金属等の原材料価格の高騰や新商品開発に向
けての研究開発費が増加したことなどから3,178百万円（前年同期比111百万円減、3.4%減）、
経常利益は3,419百万円（前年同期比619百万円減、15.3%減）、親会社株主に帰属する当期純
利益は、当社が保有する固定資産の減損損失833百万円を特別損失に計上したことなどから、
1,798百万円（前年同期比478百万円減、21.0%減）となりました。

当社グループの製品の種類別区分ごとの売上高でありますが、集積回路は、携帯情報端末向
け部品の受注が堅調に推移したことから36,660百万円（前年同期比66百万円増、0.2％増）と
なりました。機能部品は、中国向けサーマルプリントヘッドの受注が減少したことにより、
5,548百万円（前年同期比506百万円減、8.4％減）となりました。
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＜製品の種類別区分ごとの売上高＞

製 品 の 種 類 別 区 分

売 上 高

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 前 年 同 期 比 増 減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

集 積 回 路 36,593 85.5 36,660 86.6 66 0.2

機 能 部 品 6,055 14.2 5,548 13.1 △506 △8.4

そ の 他 128 0.3 133 0.3 5 4.4

合 計 42,777 100.0 42,342 100.0 △434 △1.0

②　設備投資の状況
当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は3,949百万円であります。その主な内訳は、

集積回路および機能部品の自動化等製造用設備の取得2,247百万円、朝日町事業所の研究開発
に係る設備の取得1,670百万円であります。

③　資金調達の状況
当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。

④　他の会社の株式等の取得または処分の状況
当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。
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⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況
①　企業集団の財産および損益の状況の推移

区　　分 第 49 期
2017年３月期

第 50 期
2018年３月期

第 51 期
2019年３月期

第 52 期
(当連結会計年度)
2020年３月期

売 上 高 (百万円） 44,807 45,675 42,777 42,342

経 常 利 益 (百万円） 6,141 6,165 4,038 3,419
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円） 4,226 4,566 2,277 1,798

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円） 352.23 380.58 189.77 149.91

総 資 産 (百万円） 52,147 56,949 57,358 57,758

純 資 産 (百万円） 41,592 45,576 47,227 48,043

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 3,466.28 3,798.26 3,935.85 4,003.91

　　②　当社の財産および損益の状況の推移

区　　分 第 49 期
2017年３月期

第 50 期
2018年３月期

第 51 期
2019年３月期

第 52 期
(当事業年度)

2020年３月期
売 上 高 (百万円） 44,765 45,699 42,809 42,367

経 常 利 益 (百万円） 5,570 5,185 3,778 3,118

当 期 純 利 益 (百万円） 3,722 3,657 1,843 1,635

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円） 310.23 304.80 153.66 136.27

総 資 産 (百万円） 47,989 51,631 52,030 52,074

純 資 産 (百万円） 38,953 41,947 43,055 43,856

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 3,246.33 3,495.83 3,588.17 3,654.95
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⑶　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ハ ヤ マ 工 業 株 式 会 社 90百万円 100.0％ ＩＣおよびチップネットワーク抵抗
器のめっき加工

ハイコンポーネンツ青森株式会社 90百万円 100.0％ 半導体（小型ＩＣ等）の製造

青梅エレクトロニクス株式会社 90百万円 100.0％ 半導体（ウェハーレベルパッケージ
等）の製造

⑷　対処すべき課題
当社グループは、「革新と創造」を続け、常に前進する企業グループを目指して、以下の経営

戦略により取り組んでまいります。

①　グループの総力を結集し、未来につながる商品を創造し、新たな市場を開拓する。

②　商品の集中と選択、そして生産効率の革新に尽力する。

③　モノづくりの基本に徹し、お客様の信頼にお応えできる商品を提供する。

④　お客様の商品開発段階に提案・参画できる営業となる。

⑤　有言実行を旨とし、挑戦できる強い人材を育てる。

⑥　地球と人にやさしい企業となる。

⑸　主要な事業内容（2020年３月31日現在）

事 業 部 門 主 要 製 品

集 積 回 路 ＩＣ、光学センサー、ウェハーレベルパッケージ、ＬＥＤ等

機 能 部 品 プリントヘッド、各種センサー、チップネットワーク抵抗器等
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⑹　主要な営業所および工場（2020年３月31日現在）
①　当　社
名 称 所 在 地

本 社 ・ 高 松 工 場 香川県高松市香西南町455番地の１

観 音 寺 工 場 香川県観音寺市吉岡町262番地

東 京 営 業 所 東京都港区浜松町二丁目４番１号　世界貿易センタービル33Ｆ

朝 日 町 事 業 所 香川県高松市朝日町三丁目５番14号
（注）　東京営業所は、2020年４月27日付で所在地を「東京都港区港南二丁目16番４号　品川グランドセント

ラルタワー５Ｆ」に移転しております。

②　連結子会社
名 称 所 在 地

ハ ヤ マ 工 業 株 式 会 社 香川県高松市朝日町三丁目３番５号
ハ イ コ ン ポ ー ネ ン ツ
青 森 株 式 会 社 青森県北津軽郡鶴田町大字山道字小泉275番地
青 梅 エ レ ク ト ロ ニ ク ス
株 式 会 社 東京都青梅市藤橋三丁目３番地の２

⑺　従業員の状況（2020年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

2,306（192）名 18名増（6名減）

（注）　従業員数は就業員数であり、契約社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,777（126）名 7名増（5名減） 38.1歳 13.1年

（注）　従業員数は就業員数であり、契約社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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⑻　主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 364百万円

株 式 会 社 阿 波 銀 行 260

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 146

株 式 会 社 中 国 銀 行 122

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、2019年６月26日開催の第51回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設
置会社に移行しております。

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 40,600,000株
②　発行済株式の総数 12,000,000株
③　株主数 1,381名
④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

大 　 西 　 通 　 義 2,262千株 18.85％

大 　 西 　 以 知 郎 2,117 17.65

公 益 財 団 法 人  大 西 ・ ア オ イ 記 念 財 団 1,300 10.83

ア オ イ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 有 限 会 社 1,150 9.58

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 765 6.38

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 698 5.82
J .P .MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A.  380578
（ 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ） 357 2.98

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 350 2.92

日 亜 化 学 工 業 株 式 会 社 221 1.85

大 　 西 　 暁 　 子 209 1.74
（注）　持株比率は自己株式（749株）を控除して計算しております。
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⑵　会社役員の状況
①　取締役の状況（2020年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

※ 取 締 役 社 長 中 山 康 治 ハイコンポーネンツ青森㈱ 取締役(非常勤)

※ 常 務 取 締 役 木 下 和 洋 青梅エレクトロニクス㈱ 取締役(非常勤)
公益財団法人 大西・アオイ記念財団 理事長

取 締 役 岡 田 吉 郎 第１技術本部長
㈱ヴィーネックス 取締役(非常勤)

取 締 役 佐 伯 規 夫
高松第１生産本部長 兼 第２技術本部長
ハヤマ工業㈱ 取締役(非常勤)
ハイコンポーネンツ青森㈱ 取締役(非常勤)

取 締 役 高 尾 大 輔 半導体企画本部長

取 締 役 福 田 一 幸 高松第２生産本部長

取 締 役 （ 常 勤 監 査 等 委 員 ） 古 田 昭 博

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 森 糸 繁 樹 ㈱四電工 社外取締役(非常勤)

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 藤 目 暢 之

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 坂 井 　 清 ハヤマ工業㈱ 監査役(非常勤)

（注）１．※印は代表取締役であります。
２．当社は、2019年６月26日開催の第51回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社

に移行しております。これに伴い、監査役 吉田文士氏、福家光宏氏、藤目暢之氏および坂井 清氏は、
任期満了により退任し、このうち藤目暢之氏および坂井 清氏が監査等委員である取締役に就任してお
ります。また、同日付で森糸繁樹氏が、監査等委員である取締役に就任しております。

３．取締役（常勤監査等委員） 古田昭博氏、ならびに取締役（監査等委員）森糸繁樹氏、藤目暢之氏およ
び坂井 清氏は社外取締役であります。

４．取締役（監査等委員） 藤目暢之氏および坂井 清氏は、税理士資格を有しており、税務および会計に
関する相当程度の知見を有しております。

５．監査等委員会の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集、重要な社内
会議における情報共有および内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能とするため、古田昭
博氏を常勤監査等委員として選定しております。

６．社外取締役全員は、いずれも東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、４名全
員を独立役員として同取引所に届け出ております。
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②　取締役および監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

7名
（1名）

158百万円
（1百万円）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 4 15

監 査 役 4 7

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

15
（9）

181
（24）

（注）１．上記の監査役欄は、2019年６月26日開催の第51回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役４
名およびその報酬の額です。なお、当社は、2019年６月26日に監査役会設置会社から監査等委員会
設置会社に移行しており、取締役（監査等委員を除く）のうち社外取締役の１名は退任し、取締役（監
査等委員）に就任しております。

２．監査等委員会設置会社移行前の取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第38回定時株主総会
において、年額360百万円以内と決議いただいております。また、監査等委員会設置会社移行後の取
締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2019年６月26日開催の第51回定時株主総会において、
年額360百万円以内と決議いただいております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2019年６月26日開催の第51回定時株主総会において、年額
54百万円以内と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第38回定時株主総会において、年額54百万円以内と
決議いただいております。

５．取締役（監査等委員）および監査役の全員が社外役員であります。
６．支給人員につきましては、延べ人数を記載しておりますが、実際の支給人数は12名（うち社外役員６

名）であります。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況

・取締役（監査等委員）である森糸 繁樹氏は、株式会社四電工の社外取締役を兼任してお
ります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）である坂井 清氏は、子会社ハヤマ工業株式会社の監査役を兼任し
ております。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役
（ 常 勤 監 査 等 委 員 ） 古 田 昭 博

　2019年６月26日就任以降、当事業年度中に開催した取
締役会14回、監査等委員会12回のすべてに出席し、主に
コンプライアンス、リスク管理、組織管理等に関し、議
案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 森 糸 繁 樹

　当事業年度中に開催した取締役会20回、監査等委員会
12回のすべてに出席し、主に経営管理等に関し、議案・審
議等につき必要な発言を適宜行っております。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 藤 目 暢 之

　当事業年度中に開催した取締役会20回、監査役会５回、
監査等委員会12回のすべてに出席し、主に税務等に関し、
議案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 坂 井 　 清

　当事業年度中に開催した取締役会20回、監査役会５回、
監査等委員会12回のすべてに出席し、主に税務等に関し、
議案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。

（注）当社は、2019年６月26日付で監査等委員会設置会社に移行いたしました。上記の監査役会の開催回数お
よび出席回数は当該移行前の期間に係るものであり、監査等委員会の開催回数および出席回数は当該移行
後の期間に係るものであります。

ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を
限定する契約を締結することができる旨を定款に規定しており、各社外取締役との間で責任
限定契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役が、その職務を行うにつき善意で
重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑶　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　監査法人ラットランド
②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25百万円
・当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財

産上の利益の合計額
25百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
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２．監査等委員会は、前事業年度の監査計画と実績の比較、監査日数および報酬額の推移を確認し
たうえで、当該事業年度の監査予定日数、報酬額の妥当性等を検討した結果、会計監査人の報
酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社の監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、適正
な監査の遂行が困難であると認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき当該会計監
査人を解任いたします。
　また、当社の監査等委員会は、会計監査人の独立性、専門性、信頼性、効率性等を評価し、
より適切な監査を期待できる会計監査人の選任が必要と判断した場合は、当該会計監査人の解
任または不再任に関する株主総会議案の内容を決定いたします。

⑷　業務の適正を確保するための体制
内部統制システムの基本方針の当社取締役会決議の内容は以下のとおりであります。

　当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、当社および子会社（以下、「当社グループ」
という）の業務の適正性、有効性・効率性の確保とリスクの管理につとめ、社会情勢の変化に応
じた体制を整備し、その充実を図る。

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　イ．事業活動遂行の指針である「アオイ電子行動憲章」を当社グループ全員に周知し、常に法令

および企業倫理の遵守、適正なる事業活動の遂行を徹底する。
　ロ．取締役会は、法令および定款等の遵守のための体制を含む「内部統制システムの基本方針」

を決定し、その実施状況を監督するとともに、適宜、基本方針の見直しを行う。
　ハ．監査等委員会は、独立した立場から内部統制システムの構築と運用状況を監査する。
　ニ．「コンプライアンス推進委員会」の下、コンプライアンス体制の維持・向上を図り、実効性

を確保する。
　ホ．社内外からのコンプライアンスに関する情報を「相談窓口」で受付け対応する。また、通報

者は何ら不利益を被らないことを担保する。
②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　イ．法令、「情報セキュリティ基本方針」および関連する社内規程に基づき、取締役の職務の執

行に係る情報の作成・保存・保護・管理の体制を整備する。この管理体制の下、取締役の職
務執行に係る情報については、必要に応じて閲覧、謄写可能な状態に置く。

　ロ．「情報セキュリティ委員会」の下、情報セキュリティの体制、管理の維持・向上と情報の有
効活用を図る。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　イ．「リスク管理基本方針」に基づき、関連する社内規程を整備し、当社グループの危機管理の

体制整備および運用を図る。
　ロ．「リスク管理委員会」の下、当社グループを取り巻くリスクを統括管理し、危機管理体制の

維持・向上を図る。
④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　イ．取締役会は中期経営目標を定め、それを具現化するために事業年度、部門毎の事業計画を策

定するとともに、その達成に向けて職務を遂行し、取締役会がその実績管理を行う。
　ロ．執行役員会議、経営会議等において経営に関する意思伝達、業務執行状況の報告、情報交

換、重要な事項の審議を成し、経営環境の変化に即応できる効率的な管理体制の整備・運用
を図る。

　ハ．組織および職務に関する社内規程の整備・運用により、職務分掌、職務権限、職務責任の明
確化を図り、迅速な意思決定と業務遂行を確保する。

⑤　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　イ．「アオイ電子行動憲章」に基づき、子会社の諸規律・規程およびコンプライアンス体制の整

備・運用を推進し、法令および企業論理の遵守、適正なる事業活動遂行を子会社に周知徹底
する。

　ロ．子会社へ役員を派遣し、業務執行を監督・監査する。
　ハ．子会社の主体的な経営意思を尊重しつつ、関係会社管理に関する社内規程に基づく事業、財

務、その他重要事項についての決裁および報告制度の整備・運用により、業務執行を管理す
る。

　ニ．子会社のリスクは当社グループのリスクと捉え、危機管理に関する規程および体制の整備・
運用を促し、当社グループでの情報の共有を図る。

　ホ．子会社においても事業計画および予算を策定し、達成に向けた実績管理により効率的な業務
執行を図る。

　へ．子会社に対して監査を実施し、統制の整備・運用状況を評価し維持・向上を促す。
⑥　当社監査等委員会がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項、当該使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性に関する事項および当
該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　イ．監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員
会と協議の上、監査等委員会を補助すべき使用人を置くものとする。

　ロ．監査等委員会を補助すべき使用人の任命、異動、評価、指揮命令権限等は、監査等委員会の
事前の同意を得るものとし、当該使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性と指示
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の実効性を確保する。
⑦　当社グループの取締役および使用人等ならびに当社子会社の監査役が、当社監査等委員会に報

告するための体制および監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　イ．当社グループの取締役および使用人等ならびに当社子会社の監査役は、当社および子会社の

業務および業績に影響を与える重要な事項、法令違反等の不正行為、重大な不当行為につい
ては、監査等委員会に速やかに報告するものとする。また、監査等委員会は、前記にかかわ
らず必要に応じて当社グループの取締役および使用人等ならびに当社子会社の監査役に対
して報告を求めることができる。

　ロ．監査等委員会に報告を行った当社グループの取締役および使用人等ならびに当社子会社の
監査役に対し、当該報告を行ったことを理由として何ら不利益を被らないことを担保する。

　ハ．監査等委員会は、定期的に代表取締役と意見交換を行うとともに、会計監査人や内部監査室
とそれぞれ情報の交換を行うなど緊密な連携を図る。

　ニ．監査等委員会から、その職務の執行について生ずる費用等の請求があった場合には、当該費
用等が監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、これに応じるものと
する。

⑧　財務報告の信頼性を確保するための体制
　金融商品取引法の定めに従い、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切に行われる体制を整
備・運用し、その状況を定期的に評価して内部統制の有効性・適切性の維持改善に努める。

⑨　反社会的勢力を排除するための体制
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは一切の関係を遮断し、警察
および弁護士等の外部関係機関と連携し、毅然とした態度で組織的に対応する。

⑸　業務の適正を確保するための体制の運用状況
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとお

りであります。
①　コンプライアンスに対する取り組みについて

全ての役職員が、基本ルールである「アオイ電子行動憲章」に沿って行動を行うよう周知徹
底を図っています。また、「コンプライアンス推進委員会」の開催、ヘルプライン（相談およ
び通報窓口）の活用、内部監査によるモニタリングを通じ、法令および定款違反の未然防止に
努めています。具体的には、外部講師を招聘し、新入社員を対象に「交通安全教室」を実施し、
管理職を対象とした「パワーハラスメント防止研修」を実施いたしました。
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②　業務執行の適正性の確保に対する取り組みについて
毎月１回開催の定例取締役会等において、経営上の重要事項に関する迅速な意思決定ならび

に取締役および執行役員の業務執行の監督を行っています。また、社長直轄の内部監査室によ
る各部署に対する監査結果を社長および監査等委員会に報告しています。

財務報告に係る内部統制については、財務内容の信頼性を確保するために会計監査人、内部
監査室および監査等委員会が連携した監査を実施して、適切な整備・運用をしています。

子会社に対しては、事業計画および予算を策定し、また、役員を派遣し、適正かつ効率的な
業務執行の達成に向けて監督しています。

③　損失の危険の管理に対する取り組みについて
イ．「情報セキュリティ委員会」

　情報セキュリティ委員会を２回開催し、企業内部の人的脅威に関する基礎知識の教育を行
うことを決定し、全従業員に対し教育を行いました。

引き続き、全従業員に対し、情報セキュリティインシデントに対する意識づけと、安全に
情報を取り扱うことができる環境構築に関する基礎知識などの教育や啓蒙活動の方法など
を協議してまいります。

ロ．「リスク管理委員会」
　「リスク管理規程」に基づき、各本部において想定されるリスク分析を行い、「リスク管
理委員会」で必要な報告を行いました。また、新型コロナウイルス感染拡大によるパンデミ
ックの発生に対し、従業員への感染防止を徹底するなど事業活動への影響を最小限に抑える
ための対策を講じております。

ハ．業務上の重要事項については、毎月１回開催の執行役員会議、経営会議において多面的に
審議を行い、業務の効率性の向上と併せ損失の危険の管理を行っています。

④　監査等委員会監査が実効的に行われることに対する取り組みについて
監査等委員会は、独立社外取締役である監査等委員４名（うち常勤１名）で構成されており、

原則毎月1回開催の監査等委員会において、各監査等委員から監査に関する重要事項の報告を
受け、協議・決議を行っています。また、監査の実効性を高めるため、会計監査人、内部監査
室と定期的な情報・意見交換を行っています。

監査等委員は、取締役会、執行役員会議等重要な会議に出席するとともに、監査方針、監査
の分担等に従い、定期的な経営者ヒアリングの実施、稟議書、契約書等重要書類の閲覧等を行
っています。

（注）この事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

39,440,477
22,992,294
9,145,109
1,797,609
3,000,000

126,872
920,228

1,180,658
52,167

225,537
18,317,545
13,686,355
6,078,931
2,788,973

396,633
3,384,211

154,794
882,811
348,110
161,718
186,391

4,283,079
2,389,228

97,026
1,313,553

483,270

流 動 負 債 8,579,913
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,351,936
電 子 記 録 債 務 1,610,325
短 期 借 入 金 190,000
１年内返済予定の長期借入金 230,429
リ ー ス 債 務 72,283
未 払 金 2,196,118
未 払 法 人 税 等 451,085
賞 与 引 当 金 782,699
そ の 他 695,036

固 定 負 債 1,134,240
長 期 借 入 金 472,524
リ ー ス 債 務 132,229
繰 延 税 金 負 債 28,801
退 職 給 付 に 係 る 負 債 400,691
資 産 除 去 債 務 27,304
そ の 他 72,689

負 債 合 計 9,714,154
純 資 産 の 部

株 主 資 本 48,229,980
資 本 金 4,545,500
資 本 剰 余 金 5,790,950
利 益 剰 余 金 37,895,082
自 己 株 式 △1,551

その他の包括利益累計額 △186,111
その他有価証券評価差額金 42,667
退職給付に係る調整累計額 △228,779

純 資 産 合 計 48,043,868
資 産 合 計 57,758,023 負 債 ・ 純 資 産 合 計 57,758,023

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 42,342,555
売 上 原 価 34,722,501
売 上 総 利 益 7,620,053

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,441,923
営 業 利 益 3,178,130
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,164
受 取 配 当 金 57,494
為 替 差 益 38,564
受 取 補 償 金 73,765
受 取 技 術 料 43,401
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 43,175
そ の 他 100,626 361,192

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,161
支 払 補 償 費 71,535
貸 与 資 産 減 価 償 却 費 26,388
そ の 他 14,035 120,120

経 常 利 益 3,419,201
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 9
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,031 4,040

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 31,178
減 損 損 失 833,391 864,570

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,558,671
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,075,895
法 人 税 等 調 整 額 △316,001 759,893
当 期 純 利 益 1,798,777
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,798,777

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：千円）
株　主　資　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 4,545,500 5,790,950 36,888,258 △1,419 47,223,288

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △791,953 △791,953

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,798,777 1,798,777

自 己 株 式 の 取 得 △132 △132

株主資本以外の項目の連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － 1,006,824 △132 1,006,691

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 4,545,500 5,790,950 37,895,082 △1,551 48,229,980

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 84,520 △80,385 4,134 47,227,423

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △791,953

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,798,777

自 己 株 式 の 取 得 △132

株主資本以外の項目の連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △41,852 △148,394 △190,246 △190,246

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △41,852 △148,394 △190,246 816,444

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 42,667 △228,779 △186,111 48,043,868

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　３社
・連結子会社の名称　　　　　　　ハヤマ工業㈱

ハイコンポーネンツ青森㈱
青梅エレクトロニクス㈱

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の状況
・持分法適用の関連会社数　　　　１社
・関連会社の名称　　　　　　　　㈱ヴィーネックス

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度末日と連結会計年度末日は一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．たな卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　　　　　　　　　定率法を採用しております。
　（リース資産を除く）　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物  5 ～38年
機械装置及び運搬具  4 ～12年
工具、器具及び備品  2 ～ 4 年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。
　（リース資産を除く）　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　自社利用のソフトウェア　　社内における利用可能期間（５年）
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ハ．リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、当連結会計年度以前１年の支給実績額を基準にして、当連結会

計年度に対応する支給額に将来の支給見込額を加味して計上しております。
④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。
ロ．数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し
ております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15～
22年）による定額法により費用処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

⑥　のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却については、20年間の定額法により償却を行っております。

⑦　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　　　税抜方式を採用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「助成金収入」（当連結会計年度は、330千円）
は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、営業外収益の「その他」に含めて表示して
おります。
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３．連結貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額および減損損失累計額 63,937,199千円

４．連結損益計算書に関する注記
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

⑴　減損損失を認識した資産グループの概要
場　所 用　途 種　類 減損損失（千円）

アオイ電子㈱
香川県高松市

高松工場のＩＣおよび
センサーの製造

機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
リース資産
その他(無形固定資産)

833,391

⑵　減損損失の認識に至った経緯
当社の高松工場のＩＣ部門およびセンサー部門の営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる見

込みであり、減損の兆候が認められましたので、当該部門の固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額
しております。

⑶　減損損失の金額
減損損失の内訳といたしましては、機械装置及び運搬具632,359千円、工具、器具及び備品144,819千

円、リース資産34,507千円、その他21,704千円であります。
⑷　資産のグルーピングの方法

主に工場の製品群を基本単位としてグルーピングしております。
（資産のグルーピングの方法の変更）

従来、当社グループの固定資産の減損会計における資産のグルーピングは、工場を基本単位として行っ
ておりましたが、損益管理体制の見直しを行った結果、従来よりも細分化した工場の製品群を基本単位と
した合理的かつ客観的な営業活動から生じる損益を継続的に把握することが可能となったことに伴い、経
営実態を正確に反映させ、財務内容の健全化を図るため、当連結会計年度より資産のグルーピングの方法
を変更しました。

この変更に伴い、当連結会計年度において減損損失833,391千円が特別損失に計上され、税金等調整前
当期純利益が同額減少しております。

⑸　回収可能価額の算定方法
当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額(土地については路線価評価額または固定資産税評価

額を参考にして算出した金額)により測定し、評価しております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類および総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 12,000,000株 －株 －株 12,000,000株

⑵　自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 702株 47株 －株 749株

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決　議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年６月26日
定時株主総会 普通株式 467,972 39 2019年３月31日 2019年６月27日
2019年11月１日
取締役会 普通株式 323,981 27 2019年９月30日 2019年12月２日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 1株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日
2020年６月25日
定時株主総会 普通株式 347,978 利益剰余金 29 2020年３月31日 2020年６月26日
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。一時

的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しており
ます。

②　金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。なお、

外貨建ての営業債権および預金は、為替の変動リスクに晒されております。
有価証券は、合同運用指定金銭信託であり、信託財産の運用成果によるリスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日でありま

す。一部の外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金
の残高の範囲内にあります。

借入金およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金および設備投資に係る資金
調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後５年であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、販売管理規程に従い、営業債権について、営業部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期
把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建ての預金および債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的として「経理規程」
に基づき先物為替予約のみを行うこととしておりますが、当連結会計年度においては先物為替予約の締
結はありません。また、有価証券および投資有価証券については、経理部が定期的に時価や発行体（取
引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動
性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金及び預金 22,992,294 22,992,294 －

⑵　受取手形及び売掛金 9,145,109 9,145,109 －

⑶　電子記録債権 1,797,609 1,797,609 －

⑷　有価証券 3,000,000 3,000,000 －

⑸　投資有価証券 338,693 338,693 －

　資産計 37,273,706 37,273,706 －

⑴　支払手形及び買掛金 2,351,936 2,351,936 －

⑵　電子記録債務 1,610,325 1,610,325 －

⑶　短期借入金 190,000 190,000 －

⑷　未払金 2,196,118 2,196,118 －

⑸　未払法人税等 451,085 451,085 －

⑹　長期借入金 702,953 697,053 △5,899

⑺　リース債務 204,512 200,559 △3,953

　負債計 7,706,931 7,697,078 △9,852
（注）１．金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

資　産
⑴現金及び預金

現金及び預金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
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⑵受取手形及び売掛金、⑶電子記録債権
短期間で決済される一般債権の時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。
⑷有価証券

短期間で決済される合同運用指定金銭信託の時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

⑸投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債
⑴支払手形及び買掛金、⑵電子記録債務、⑶短期借入金、⑷未払金、⑸未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

⑹長期借入金、⑺リース債務
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区　分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 2,050,535
非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、「⑸　投資有価証券」には含めておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 4,003円91銭
⑵　１株当たり当期純利益 149円91銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
電 話 加 入 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

35,650,232
18,821,532
1,797,609
9,704,069
3,000,000

117,837
719,844
906,283
35,197

240,000
269,195
71,867

△33,206
16,424,332
11,328,911
5,692,185

80,312
2,140,024

8,862
144,039

2,695,745
141,579
426,162
165,081
27,395
91,879
2,419
4,139

39,248
4,930,339
1,377,193
1,498,008

440,000
15,099

196,693
1,050,589

413,633
△60,878

流 動 負 債 7,599,102
支 払 手 形 134,414
電 子 記 録 債 務 1,610,325
買 掛 金 2,461,021
短 期 借 入 金 190,000
１年内返済予定の長期借入金 230,429
リ ー ス 債 務 67,740
未 払 金 1,447,935
未 払 法 人 税 等 347,908
前 受 金 19,560
預 り 金 165,062
賞 与 引 当 金 593,090
設 備 関 係 支 払 手 形 161,011
設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 128,588
そ の 他 42,015

固 定 負 債 618,750
長 期 借 入 金 472,524
リ ー ス 債 務 123,173
長 期 未 払 金 23,052

負 債 合 計 8,217,852
純 資 産 の 部

株 主 資 本 43,814,043
資 本 金 4,545,500
資 本 剰 余 金 5,790,950
資 本 準 備 金 5,790,950

利 益 剰 余 金 33,479,145
利 益 準 備 金 116,524
そ の 他 利 益 剰 余 金 33,362,620

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 151,014
別 途 積 立 金 14,500,000
繰 越 利 益 剰 余 金 18,711,605

自 己 株 式 △1,551
評 価 ・ 換 算 差 額 等 42,667
その他有価証券評価差額金 42,667

純 資 産 合 計 43,856,711
資 産 合 計 52,074,564 負 債 ・ 純 資 産 合 計 52,074,564
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 42,367,574
売 上 原 価 35,936,134
売 上 総 利 益 6,431,440

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,690,620
営 業 利 益 2,740,820
営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,261
受 取 配 当 金 98,274
為 替 差 益 38,598
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 165,807
受 取 賃 貸 料 136,868
受 取 補 償 金 69,443
受 取 技 術 料 55,062
そ の 他 52,795 624,112

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6,077
支 払 補 償 費 63,024
貸 与 資 産 減 価 償 却 費 167,125
そ の 他 10,659 246,887

経 常 利 益 3,118,046
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 9
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,031 4,040

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 22,065
減 損 損 失 833,391 855,457

税 引 前 当 期 純 利 益 2,266,629
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 930,392
法 人 税 等 調 整 額 △298,874 631,517
当 期 純 利 益 1,635,112
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

その他利益剰余金
合 計

当 期 首 残 高 4,545,500 5,790,950 116,524 156,557 14,500,000 17,862,904 32,519,462
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △791,953 △791,953
固定資産圧縮積立金の取崩 △5,542 5,542 －
当 期 純 利 益 1,635,112 1,635,112
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － △5,542 － 848,701 843,158
当 期 末 残 高 4,545,500 5,790,950 116,524 151,014 14,500,000 18,711,605 33,362,620

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金利 益 剰 余 金

合 計
当 期 首 残 高 32,635,986 △1,419 42,971,017 84,520 43,055,537
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △791,953 △791,953 △791,953
固定資産圧縮積立金の取崩 － － －
当 期 純 利 益 1,635,112 1,635,112 1,635,112
自 己 株 式 の 取 得 △132 △132 △132
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △41,852 △41,852

当 期 変 動 額 合 計 843,158 △132 843,026 △41,852 801,173
当 期 末 残 高 33,479,145 △1,551 43,814,043 42,667 43,856,711
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準および評価方法
①　有価証券の評価基準および評価方法

イ　子会社株式および関連会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産の評価基準および評価方法

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　　定率法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物  5 ～38年
構築物 10年
機械及び装置  4 ～12年
車両運搬具 6 年
工具、器具及び備品  2 ～ 4 年

②　無形固定資産　　　　　　　　　　定額法を採用しております。
（リース資産を除く）　　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）
のれん 20年

③　リース資産　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度以前１年の支給実績額を基準にして、当事業年度に対

応する支給額に将来の支給見込額を加味して計上しております。
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③　退職給付引当金（前払年金費用）
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ

き計上しております。
イ　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっております。

ロ　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）
による定額法により費用処理しております。

⑷　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。
⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書

類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
②　消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

２．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）
前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」は、金額的重要

性が増したため、当事業年度より区分掲記して表示しております。なお、前事業年度の「受取賃貸料」
は41,668千円であります。

前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「助成金収入」（当事業年度は330千円）は、金額
的重要性が乏しくなったため、当事業年度より営業外収益の「その他」に含めて表示しております。
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額および減損損失累計額 40,005,377千円
⑵　関係会社に対する金銭債権および債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 1,066,444千円
②　長期金銭債権 440,000千円
③　短期金銭債務 1,161,318千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

⑴　営業取引高
　　・売上高 678,462千円
　　・仕入高 9,884,580千円
　　・外注加工費 572,515千円
⑵　営業取引以外の取引高 214,831千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 702株 47株 －株 749株
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 180,655千円
未払法定福利費 28,107千円
役員賞与未払金 2,925千円
未払事業税 32,402千円
たな卸資産評価損 7,774千円
消耗備品費否認額 28,520千円
貸倒引当金 28,658千円
長期未払金 7,021千円
減価償却超過額 889,007千円
投資有価証券評価損 10,457千円
関係会社株式評価損 296,459千円
その他 7,239千円

繰延税金資産　小計 1,519,230千円
評価性引当額 △332,139千円

繰延税金資産　合計 1,187,090千円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △66,147千円
前払年金費用 △51,664千円
その他有価証券評価差額金 △18,689千円

繰延税金負債　合計 △136,501千円
繰延税金資産　純額 1,050,589千円

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
⑴　リース資産の内容

有形固定資産
　主として、事務所および工場にあるコンピュータサーバー、コンピュータ端末およびコンピュータ周辺
機器であります。

⑵　リース資産の減価償却方法
　個別注記表「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑵固定資産の減価償却の方法　③リース資
産」に記載のとおりであります。
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８．関連当事者との取引に関する注記
関連会社等

種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所
有割合（％）

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 円 )

子 会 社 ハヤマ工業㈱ 所有
直接　100.0

当社製品の製造
役員の兼務 ２名

製品の外注 572,515 未 払 金 59,568

工 場 等 の
賃 貸 料 97,720 前 受 金 10,175

子 会 社 ハイコンポー
ネンツ青森㈱

所有
直接　100.0

当社製品の製造
役員の兼務 ２名 製品の仕入 6,302,735 買 掛 金 691,101

子 会 社 青梅エレクト
ロ ニ ク ス ㈱

所有
直接　100.0

当社製品の製造
役員の兼務 １名

製品の仕入 3,462,545 買 掛 金 366,204

貸付金の回収 120,000 短期貸付金 240,000
利息の受取 3,226 長期貸付金 440,000

製品の加工 948,848 売 掛 金 561,160

（注）１．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
２．取引条件および取引条件の決定方針等

⑴　製品の仕入・外注については、得意先への販売価格、子会社で発生した原価および当社が負担し
ている営業費用等を総合的に勘案の上、価格を決定しております。

⑵　工場等の賃貸料については、減価償却費等を勘案の上、決定しております。
⑶　資金の貸付については、市場金利等を総合的に勘案の上、利率を決定しており、回収条件は２年

据置後、40ヶ月で元金均等返済としております。
⑷　製品の加工については、青梅エレクトロニクス㈱からの外注依頼によるもので、当社で発生した

原価等を総合的に勘案の上、価格を決定しております。
３．青梅エレクトロニクス㈱への貸倒懸念債権に対し、94,085千円の貸倒引当金を計上しております。な

お、当事業年度において貸倒引当金戻入額165,807千円を計上しております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 3,654円95銭
⑵　１株当たり当期純利益 136円27銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 32 －

個別注記表



連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年５月21日
ア オ イ 電 子 株 式 会 社

取　締　役　会　御中
監査法人 ラットランド

京都府京都市
指定社員
業務執行社員 公認会計士 谷 口　　 貢 ㊞
指定社員
業務執行社員 公認会計士 美 藤　直 人 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アオイ電子株式会社の2019年4月1日から

2020年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、アオイ電子株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書

類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年５月21日
ア オ イ 電 子 株 式 会 社

取　締　役　会　御中
監査法人 ラットランド

京都府京都市
指定社員
業務執行社員 公認会計士 谷 口　　 貢 ㊞
指定社員
業務執行社員 公認会計士 美 藤　直 人 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アオイ電子株式会社の2019年4月1日

から2020年3月31日までの第52期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第52期事業年度における取締役の職務の執行
について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並
びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監
査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内

部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　連結計算書類の監査結果

　会計監査人 監査法人ラットランドの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人 監査法人ラットランドの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2020年５月26日

アオイ電子株式会社　監査等委員会
常 勤 監 査 等 委 員
（ 社 外 取 締 役 ） 古 田 昭 博 ㊞
監 査 等 委 員
（ 社 外 取 締 役 ） 森 糸 繁 樹 ㊞
監 査 等 委 員
（ 社 外 取 締 役 ） 藤 目 暢 之 ㊞
監 査 等 委 員
（ 社 外 取 締 役 ） 坂 井 　 清 ㊞

以　上
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第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、当事業年度の業績、今後の経営見通し等を勘案し、以下のとおりとい
たしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　当社は、従来から企業体質の充実強化と将来の事業展開を見据えた内部留保を確保しつつ、株
主のみなさまに対する安定的な利益還元を重要課題のひとつと考えており、利益の状況、配当性
向などを総合的に判断したうえで安定的な配当の継続に取り組んでまいりました。
　当期の期末配当につきましては、上記の方針に基づき、次のとおりとさせていただきたいと存
じます。
①　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金29円、総額347,978,279円
②　剰余金の配当が効力を生じる日

　2020年６月26日
　なお、すでに１株当たり27円の中間配当金をお支払いしておりますので、年間配当金は１株当
たり56円となります。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（６名）は、本総
会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、すべての取締役候補者について適任であ
ると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 当社における地位および担当

1 な か

中
や ま

山
こ う

康
じ

治 代表取締役社長 再 任

2 き の

木
し た

下
か ず

和
ひ ろ

洋 代表取締役常務取締役 再 任

3 お か

岡
だ

田
よ し

吉
お

郎 取締役第１技術本部長 再 任

4 さ

佐
え き

伯
の り

規
お

夫 取締役高松第１生産本部長
兼 第２技術本部長 再 任

5 た か

高
お

尾
だ い

大
す け

輔 取締役購買本部長 再 任

6 ふ く

福
だ

田
か ず

一
ゆ き

幸 取締役高松第２生産本部長 再 任
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候補者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

再 任
なか
中

やま
山

こう
康

じ
治

（1952年３月27日生）

1974年３月 当社入社

29,100株

1997年３月 当社営業部長
1999年６月 当社取締役営業本部長
2007年６月 当社常務取締役 統括技術本部長

兼 営業本部長
2009年６月 当社代表取締役社長(現任)
2017年５月 ハイコンポーネンツ青森㈱取締役

(非常勤)(現任)
（重要な兼職の状況）
ハイコンポーネンツ青森㈱ 取締役(非常勤)

（取締役候補者とした理由）
中山康治氏は、1999年６月に取締役、2007年６月に常務取締役に就任した後、2009年６月より代表取締役
社長を務め、高い見地から経営トップとして卓越した経営手腕を発揮しております。同氏の幅広く深い知見
と経験に裏打ちされたリーダーシップは、今後も当社の経営に不可欠であることから、取締役候補者といた
しました。

２

再 任
きの
木

した
下

かず
和

ひろ
洋

（1957年２月８日生）

1980年３月 当社入社

25,400株

2000年11月 当社総務部長
2003年６月 当社取締役管理副本部長
2007年６月 当社取締役管理本部長
2013年７月 当社常務取締役管理本部長
2016年４月 公益財団法人 大西・アオイ記念財団

理事長(現任)
2016年７月 当社代表取締役常務取締役（現任)
2019年５月 青梅エレクトロニクス㈱取締役

(非常勤)(現任)
（重要な兼職の状況）
公益財団法人 大西・アオイ記念財団理事長
青梅エレクトロニクス㈱取締役(非常勤)

（取締役候補者とした理由）
木下和洋氏は、2003年６月に取締役、2013年７月に常務取締役に就任した後、2016年７月より代表取締役
常務取締役を務めております。経営全般にわたる高い視座と見識をもとに、今後もその職務を適切に遂行す
ることができるものと判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

３

再 任
おか
岡

だ
田

よし
吉

お
郎

（1952年８月25日生）

1976年４月 当社入社

18,200株

2000年11月 当社高松生産本部第１技術部長
2005年７月 当社執行役員高松技術本部製品開発担当
2009年６月 当社取締役第２技術本部長
2009年10月 ㈱ヴィーネックス取締役(非常勤)(現任)
2012年６月 当社取締役第１技術本部長(現任)
（重要な兼職の状況）
㈱ヴィーネックス 取締役(非常勤)

（取締役候補者とした理由）
岡田吉郎氏は、2009年６月より取締役を務めております。主に技術部門に携わり、豊富な実績と経験をもと
に取締役としての職責を果たしていることから、今後もその職務を適切に遂行することができるものと判断
し、取締役候補者といたしました。

４

再 任
さ
佐

えき
伯

のり
規

お
夫

（1953年１月６日生）

1983年11月 当社入社

10,900株

2000年11月 当社高松生産本部第２技術部長
2005年５月 ハヤマ工業㈱監査役(非常勤)
2005年７月 当社執行役員高松技術本部設備開発担当
2009年６月 当社取締役第３技術本部長
2012年６月 当社取締役第２技術本部長
2013年１月 ハイコンポーネンツ青森㈱取締役

(非常勤)(現任)
2013年５月 ハヤマ工業㈱監査役(非常勤)退任
2019年４月 当社取締役高松第１生産本部長

兼 第２技術本部長(現任)
2019年５月 ハヤマ工業㈱取締役(非常勤)(現任)
（重要な兼職の状況）
ハヤマ工業㈱取締役(非常勤)
ハイコンポーネンツ青森㈱ 取締役(非常勤)

（取締役候補者とした理由）
佐伯規夫氏は、2009年６月より取締役を務めております。主に設備開発部門および生産部門に携わり、豊富
な実績と経験をもとに取締役としての職責を果たしていることから、今後もその職務を適切に遂行すること
ができるものと判断し、取締役候補者といたしました。
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番 号

ふ
氏

り
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な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

５

再 任
たか
高

お
尾

だい
大

すけ
輔

（1956年10月７日生）

1979年３月 当社入社

9,100株

2008年１月 当社第１技術本部 部長
2012年７月 当社執行役員第１技術本部 部長
2013年７月 当社執行役員高松第１生産本部長
2015年５月 ハヤマ工業㈱取締役(非常勤)
2015年６月 当社取締役高松第１生産本部長
2019年４月 当社取締役半導体企画本部長
2019
2020

年
年

５
４

月
月

ハヤマ工業㈱取締役(非常勤)退任
当社取締役購買本部長(現任)

（取締役候補者とした理由）
高尾大輔氏は、2015年６月より取締役を務めております。主に技術部門および生産部門に携わり、豊富な実
績と経験をもとに取締役としての職責を果たしていることから、今後もその職務を適切に遂行することがで
きるものと判断し、取締役候補者といたしました。

６

再 任
ふく
福

だ
田

かず
一

ゆき
幸

（1955年２月１日生）

1979年３月 当社入社

5,000株

2008年１月 当社観音寺生産本部 品質管理部 部長
2010年10月 当社高松第２生産本部 部長
2012年７月 当社執行役員高松第２生産本部 部長
2013年７月 当社執行役員高松第２生産本部長
2015年６月 当社取締役高松第２生産本部長(現任)

（取締役候補者とした理由）
福田一幸氏は、2015年６月より取締役を務めております。主に品質保証部門および生産部門に携わり、豊富
な実績と経験をもとに取締役としての職責を果たしていることから、今後もその職務を適切に遂行すること
ができるものと判断し、取締役候補者といたしました。

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上
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株主総会会場ご案内略図

会　　　場　香川県高松市香西南町455番地の１
アオイ電子株式会社　本社ホール
ＴＥＬ（０８７）８８２－１１３１

最　寄　駅　ＪＲ　高松駅より　タクシー約15分
ＪＲ　予讃線香西駅より　徒歩約10分
バス　ことでん（下笠居・香西線）本津より　徒歩約５分
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